
- -19

Ⅲ うつ病対策について

１ 提言の背景

（１）うつ病の状況等

， ， ，我が国の自殺者数は 平成10年以来12年連続で３万人を超え また

人口10万人当たりの自殺による死亡率は，欧米の先進国と比較し突出

して高い水準にあり，深刻な社会問題となっている。

自殺の背景には，経済・生活問題，健康問題，家庭問題など様々な要

因が複雑に関係している。

人々を自殺に追い込んでいる様々な要因に対し，制度や慣行そのもの

を見直すこと，様々な要因で追い込まれている人に対し，相談・支援体

制の整備・充実という社会的な取組を行うこと，また，多くの自殺者は

うつ病等の精神疾患に罹患しているなど精神医療上の問題を抱えてお

り，これを早期に発見し，適切な治療につなげることによって，多くの

自殺を防ぐことができる。

自殺・うつ病対策については，平成18年に，自殺対策基本法が制定

され，平成19年には，同法に基づく自殺対策の指針として「自殺総合

対策大綱」が策定され，さらに，平成21年度から３年間全国で，地域

自殺対策緊急強化基金が設置され，本格的な取組が行われているところ

である。

本年９月の国の自殺総合対策会議において，自殺・うつ病に起因する

経済的損失を年間約2.7兆円にのぼると推計しており，社会的損失は大

きい。国においては，一層の対策を集中的に進めるために，関係大臣等

による「自殺対策タスクフォース」を設置するなど，対策を強化してい

る。

厚生労働省の「患者調査」によると，我が国の躁うつ病を含む気分障

害の総患者数は，平成８年に約43万人であったものが，平成20年では

約104万人と推計され，約2.5倍に増加している。実際には，受診して

いない多くの患者がいると考えられ，うつ病を経験した者は，厚生労働

省の研究によると，約15人に１人と推計されるように，国民の多くが

経験している，身近な病気として受け止められつつある。

このような現状に鑑み，自殺の大きな要因であるうつ病の対策が喫緊

の課題となっている。
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（２）治療法の状況等

うつ病の治療法として，休養と抗うつ薬の服用が主として行われてい

るが，これまでの研究等で，認知行動療法も有効であるとして，平成

22年度から医療保険の診療報酬で算定が認められた。今後，治療を行

う医師の養成等が行われることになっているが，当該治療法の普及のた

めの環境整備をはじめ，うつ病の研究等がさらに進められていく必要が

ある。

（３）うつ病対策の必要性

うつ病については，県においてこれまでも，関係機関等と連携し，様

々な取組を行っている。

うつ病は，誰でもかかる可能性のある病気であり，心身の状態を悪化

させ，命を失う可能性があること，生活に支障を与えることなど，その

， ， ，もたらす影響の大きさ等から 国家的な課題となっており なお一層の

早急な実効ある取組が求められている。

うつ病に係る啓発等により，県民の理解をさらに深めるとともに，自

覚のないままに悩んだり，治療をしていない本人や，家族など周囲の人

， ， ， ，々の相談や支援のため 人材を育成し 予防から 早期発見・早期治療

， 。職場復帰等までのあらゆる場面において きめ細かい対応が必要である

そのため，必要な予算を確保し，関係機関等と密接に連携して，事業の

継続等に取り組む必要がある。

以上の観点から，次のとおり提言する。
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２ 提 言

（１）うつ病対策については，官民一体となって総合的に取り組む必要性が

あり，全庁的な連携強化，さらには，関係機関・団体等との連携強化に

取り組むこと。

（２）うつ病の理解，予防等について，県民への周知方法をさらに工夫し，

幅広く周知されるように努めること。

（３）うつ病の早期発見・早期治療のため，技術的中核となる精神保健福祉

センターを中心に，うつ病の相談窓口がわかりやすく，相談しやすくな

るような環境づくりをさらに行うとともに，かかりつけ医をはじめ，相

談・支援等の対応ができる人材を幅広く育成するよう一層取り組むこ

と。

（４）うつ病で休んでいる方の職場復帰等を円滑に進めるため，職場におけ

る復帰支援が適切に行われるよう助言・相談を行う労働局，産業保健推

進センター等と連携，協力するとともに，地域，職場，学校との連携を

強化し，相談等の復帰支援の充実に一層取り組むこと。

（５）地域自殺対策緊急強化基金は平成23年度までとなっているが，自殺

・うつ病対策は，持続的に行う必要がある。平成23年度予算において

は，基金のさらなる有効活用等を図るため，事業の前倒しなど工夫して

， ， ，取り組むとともに 継続して事業を行うために 国に対し要望するなど

平成24年度以降の予算の確保に取り組むこと。

また，国に対して，うつ病対策事業の所要の予算額確保について要望

すること。

（６）国に対して，うつ病の研究等の一層の推進及び新たに診療報酬で認め

られた認知行動療法の普及を図るための早急な環境整備を要望するこ

と。
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